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総合研究機構／研究課

「研究機関における公的研究費の管理・監査の
ガイドライン（実施基準）」に対する本学の対応



説明内容について

１． 「研究機関における公的研究費の管理・

監査のガイドライン（実施基準）」に対する

本学の対応

２．不正の基礎知識と研究費不正の事例
（文部科学省作成 研究者向けコンテンツ資料より抜粋）

３．公的研究費に係る不正事例
（研究機関におけるコンプライアンス教育用）

※2.3.文科省公表資料より2



はじめに
近年の公的研究費をめぐる国の動向

 H19.2 文科省：「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実
施基準）」制定

 H22 文科省：「体制整備等の自己評価チェックリスト」制定

 H23.9 文科省：各大学への預け金・プール金の有無の一斉調査指示

 H25.5 参議院本会議：「大学等研究機関の公的研究費に係る不適正な会計処
理について」警告議決

 H25.5 文科省：「研究における不正行為・研究費の不正使用に関するタスクフォ
ース」設置

 H26.2 文科省： 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実
施基準）」改正

↓

 R3.2 文科省： 「研究機関における公的研究費の管理・監
査のガイドライン（実施基準）」改正 【以下、ガイドライン】3



はじめに

第１節機関内の責任体系の明確化

第２節適正な運営・管理の基盤となる環境の整備

第３節 不正を発生させる要因の把握と不正防止計画の策定・実施

第４節研究費の適正な運営・管理活動

第５節情報発信・共有化の推進

第６節 モニタリングの在り方

第７節 文部科学省による研究機関に対するモニタリング等及び文部科学省、

配分機関による体制整備の不備がある機関に対する措置の在り方

第８節 文部科学省、配分機関による競争的資金制度における不正への対応4

１ ガイドラインに対する本学の対応
ガイドラインの目次



１ ガイドラインに対する本学の対応
第１節機関内の責任体系の明確化

ガイドラインでは、機関が競争的資金等の運営・管理を適正に行
うために権限責任の体系を明確化することが求められています。

・本学の責任体制は「日本福祉大学における公的研究費の取扱
いに係る不正防止に関する規程」において、以下のとおり定めて
います。
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最高管理責任者 学長

統括管理責任者 副学長（研究）

研究倫理教育責任者 総合研究機構長

部局の長
本学の各学部、大学院の各研究科及び総
合研究機構に属する研究所・研究センター、
事務局の長



（１）ルールの明確化・統一化

ガイドラインでは、各研究機関における公的研究費等に係る
事務処理手続きに関するルールの明確化かつ統一的な運
用を図ることが求められています。

 「日本福祉大学公的研究費取扱いマニュアル」の作成

 学内説明会の開催等によるルールの周知・徹底

 本学ホームページにおけるルールの周知
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１ ガイドラインに対する本学の対応
第２節 適正な運営・管理の基盤となる環境の整備



（２）職務権限の明確化

ガイドラインでは、各研究機関における公的研究費等に係る
事務処理に関する構成員の権限と責任を明確に定めて理解
を共有することが求められています。

 一定金額の範囲で研究者による発注権限を認めています。
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１ ガイドラインに対する本学の対応
第２節 適正な運営・管理の基盤となる環境の整備



（３）関係者の意識の向上

ガイドラインでは、機関に対して不正を防止するための取組
として行動規範の策定、コンプライアンス教育の実施、構成
員からの誓約書等の徴収が求められています。

 「日本福祉大学研究倫理指針」

 コンプライアンス教育、説明会の実施

 誓約書の徴収（教職員、取引業者）

 コンプライアンス推進責任者による啓発活動の実施
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１ ガイドラインに対する本学の対応
第２節 適正な運営・管理の基盤となる環境の整備



（４）告発等の取扱い、調査及び懲戒に関する規程の
整備及び運用の透明化

ガイドラインでは、機関に対して告発等を受け付ける窓口の
設置、および告発者保護の徹底が求められています。

「日本福祉大学における研究活動上の不正行為の防止及び
対応に関する規程」では、研究活動上の不正行為に関する相
談・通報が学内外から寄せられた場合の取扱いについて定め
ています。

告発及び相談窓口：研究課 研究不正相談窓口

公的研究費等の事務処理・手続きに関する相談窓口

：各キャンパス研究支援担当窓口9

１ ガイドラインに対する本学の対応
第２節 適正な運営・管理の基盤となる環境の整備



（５）不正防止計画の策定

ガイドラインでは、不正を発生させる要因を体系的に整理・
評価し、不正を発生させる要因に対応する具体的な不正防
止計画を策定することが求められています。

 公的研究費に係わる不正行為防止にあたっては、総合研究
支援室を所管機関として、関連諸機関との連携のもとで不
正防止に取り組みます。

 「日本福祉大学公的研究費不正防止計画」

 不正を発生させるリスクを軽減させるため、適宜ルールの見
直しを行っています。10

１ ガイドラインに対する本学の対応
第３節 不正を発生させる要因の把握と不正防止計画の策定・実施



 発注段階で支出財源の特定が行えるような書式を使用。

 一定の取引実績（回数、金額等）のある業者からの誓約書
の徴収。

 発注・検収業務や非常勤雇用者（アルバイト）の勤務状況管
理確認等の雇用管理業務は、原則として事務局が実施。

 研究者による発注は、一定金額以下で、明確なルールを定
めた上で運用。

 換金性の高い物品（5万円以上の消耗品及び5万円未満の
パソコン等）は、事務局による台帳管理。

 研究者の出張計画の実施状況等を事務局が確認。

等の対応を行っています。
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１ ガイドラインに対する本学の対応
第４節 研究費の適正な運営・管理活動



１ ガイドラインに対する本学の対応
第５節 情報発信・共有化の推進

（６）情報の伝達を確保する体制構築

ガイドラインでは、公的研究費の使用等に関するルール等に
ついて、機関内外からの相談を受ける窓口の設置とともに、
各機関の取り組みについて外部への公表を求めています。

 公的研究費等の事務処理・手続きに関する相談窓口

：各キャンパス研究担当窓口

 本学研究活動ホームページでの情報発信

http://www.n-fukushi.ac.jp/research/management/
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１ ガイドラインに対する本学の対応
第６節 モニタリングの在り方

（７）モニタリング体制の整備

ガイドラインでは、不正の発生を０にすることを目指し、機関
全体の視点から実効性のあるモニタリング体制を整備する
ことが重要であるとされています。

 毎年度総務課による内部監査を実施しています。

 公的研究費等の研究課題数のうち概ね10％を対象とし「通
常監査」、通常監査を行う研究課題のうち概ね10％以上を
対象とした「特別監査」を実施しています。

 重点的にサンプルを抽出して、抜き打ちなどを含めた「リスク
アプローチ監査」を実施しています。13



公的研究費等の事務処理・手続きに関する
相談窓口

美 浜：研究課（研究本館１Ｆ）

半 田：研究課（研究棟２Ｆ）

東 海：東海事務室（１Ｆ）

名古屋：研究課（北館７Ｆ）

MAIL：kaken@ml.n-fukushi.ac.jp
http://www.n-fukushi.ac.jp/research/management/
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研究活動に係る不正行為等相談窓口

研究不正相談窓口
日本福祉大学 研究課

MAIL：ethics@ml.n-fukushi.ac.jp

URL：http://www.n-fukushi.ac.jp/research/management/

madoguchi/index.html
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２ 不正の基礎知識と研究費不正の事例
（文部科学省作成 研究者向けコンテンツ資料より抜粋）
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２ 不正の基礎知識と研究費不正の事例
（文部科学省作成 研究者向けコンテンツ資料より抜粋）
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２ 不正の基礎知識と研究費不正の事例
（文部科学省作成 研究者向けコンテンツ資料より抜粋）
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２ 不正の基礎知識と研究費不正の事例
（文部科学省作成 研究者向けコンテンツ資料より抜粋）
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２ 不正の基礎知識と研究費不正の事例
（文部科学省作成 研究者向けコンテンツ資料より抜粋）
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２ 不正の基礎知識と研究費不正の事例
（文部科学省作成 研究者向けコンテンツ資料より抜粋）
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２ 不正の基礎知識と研究費不正の事例
（文部科学省作成 研究者向けコンテンツ資料より抜粋）
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２ 不正の基礎知識と研究費不正の事例
（文部科学省作成研究者向けコンテンツ資料より抜粋）
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２ 不正の基礎知識と研究費不正の事例
（文部科学省作成研究者向けコンテンツ資料より抜粋）
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２ 不正の基礎知識と研究費不正の事例
（文部科学省作成研究者向けコンテンツ資料より抜粋）



26

２ 不正の基礎知識と研究費不正の事例
（文部科学省作成研究者向けコンテンツ資料より抜粋）
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３ 公的研究費に係る不正事例
（研究機関におけるコンプライアンス教育用）


